
 

『２０２０政府基本方針発表 デジタル化と付加価値増大へ』 
 

 政府はこのほど「経済財政運営と改革の基本方針２０２０」を閣議決定した。第１章「新型コロナウイル

ス感染症の下での危機克服と新しい未来に向けて」冒頭において「我々は、時代の大きな転換点に直

面しており、この数年で思い切った変革が実行できるかどうかが、日本の未来を左右する。」と危機意識

を明示。方針内容は多方面に亘るなかで、「新たな日常」構築の原動力となる

デジタル化への集中投資・実装とその環境整備～デジタルニューディール

～を、１０年掛かる変革を一気に進める、と宣言。中でも注目されるのが、地方

の中堅・中小企業・小規模事業者支援の概要。『中小企業から中堅企業への

成長阻害要因の除去による企業規模拡大や、付加価値増大によって生産

性向上を後押しする。（略）「第三者承継支援総合パッケージ」に基づき、後継

者不在の中小企業の事業継承を後押しする。事業統合・再編を促すため、

予算・税制等を含めた総合的な支援策を推進する。複数の中小企業が連携

してデータ・情報を共有し、サプライチェーン全体を効率化する取組や中堅・中小企業と大学等が連携

して事業化する取組について重点的に支援する』。方針書全体の分量に比して、その割合は低く、かつ

連携や統合等による付加価値の向上を促すトーンで一貫されている。 

 

 『生産性向上への産業構造変革 財務省広報誌が一定の方向性』 

 
 財務省は、財務省広報誌「ファイナンス」への財務総合政策研究所職員等からの寄稿文として「新型

コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大後の産業構造の方向性―日本企業の労働生産性を踏まえ

た分析―」をＨＰに掲載し紹介している。寄稿文は「喫緊の課題となっている感染症の拡大により、労働

集約的な産業や低賃金の産業は、特に感染症拡大の影響が大きいと考えられる。さらに、人口減少はも

とより、感染症拡大の影響も中長期にわたって経済に影響を与えるおそれがあることから、今後は他人

との接触を減らす工夫をしつつ、労働生産性を今まで以上に引き上げてい

く必要がある。そのためには、ＩＣＴを活用したビジネスモデルをさらに構築

していくことが求められる。」との課題を提示。アトキンス氏等の先行研究や

各種個票データを引用しながら、（１）企業規模が大きくなると労働生産性

が高まる傾向がある（２）企業規模が大きくなっても労働生産性が必ずしも

高くならない業種がある背景の一つとして正社員比率の違いが考えられる

（３）ＩＣＴ装備率が高まるほど労働生産性が高まっている、とまとめ、これらの

結果を踏まえ、生産性向上には「企業規模」「正社員比率」「ＩＣＴ化」を重要

ポイントとして、更なる推進を図る必要性を説いている。 
 
  出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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